










































































































2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
在任者数 21 63 130 180 不明 212 230































性別 年齢 民族 婚姻状況 戸籍 出身校 専攻 配属先
1 男 25歳 漢 未婚 都市 寧夏大学 経済学 Z鎮
2 女 29歳 漢 未婚 都市 寧夏大学 教育学 Z鎮
3 女 27歳 漢 既婚 都市 （重慶） 経済学 D鎮
4 男 26歳 回 未婚 農村 寧夏大学 教育学 Y郷
5 女 27歳 漢 未婚 都市 （北京） メディア学 T郷
6 男 26歳 漢 未婚 都市 太原工業学院 経済学 T郷
7 女 － 回 既婚 都市 西南民族大学 理工学 Z鎮
8 女 － 漢 既婚 都市 寧夏大学 経済学 Z鎮
9 女 － 回 既婚 都市 寧夏大学 教育学 D鎮
10 男 26歳 漢 未婚 都市 寧夏大学 文学 Y郷





































































































































































































2008年度 199 約2,000 77
2009年度 449 約3,５00 122
2010年度 500 約3,600 147
2011年度 597 約3,700 158
2012年度 694 3,５0５ 192
2013年度 741 3,764 196





































































20歳代 1 - 1
30歳代 3 3 6
40歳代 1 2 3
50歳代 5 1 6
60歳代 5 - 5
小　計 15 6 21
出所：調査データをもとに筆者ら作成。
性別 年齢 出身地 学歴 婚姻状況 配属地域 その他
T氏 女 33 金沢市 大卒 未婚 美都地区 薬剤師免許所有
K氏 男 32 益田市 大卒 既婚 二川地区 仏教学専攻
M氏 男 34 益田市 専門学校 既婚 美濃地区 コンピューター専攻










































































隊員数 実施自治体数 うち都道府県数 うち市町村数
2009年度 89 31 1 30
2010年度 257 90 2 88
2011年度 413 147 3 144
2012年度 617 207 3 204
2013年度 978 318 4 314



















































































































20歳代 7 4 11
30歳代 6 2 8
40歳代 1 1 2
50歳代 1 - 1
小　計 15 7 22
出所：調査データをもとに筆者ら作成。
性別 年齢 前住地 出身地 学歴 婚姻状況 その他
N氏 男 25 京都府 山口県周南市 大学院修了 未婚 公務研究科
U氏 男 23 東京都 島根県江津市 大学院休学 未婚 教育学研究科
K氏 女 28 島根県 島根県大田市 大学卒業 未婚 フランス語
































































報酬（月） 2,600元（約５0,000円） 134,000円（16日の勤務） 160,000円
進路 5つの進路 約束ない 約束ない
若者の雇用 若者向け あるが、少ない 多い
U・Iター
ン者の割合
Iターン者がほとんど Uターン者が多い Iターン者が多い
表11　三制度の比較
図６　図司直也による地域サポート活動の分類
出所：図司　直也　『地域サポート人材による農山村再生』　筑波書房　2014年
42ページ。
「攻め」のサポ トー
活動
価値創造
活動
コミュニティ支援
活動
生活支援活動
地域で新たな活動や
仕事を起こそうと試みる
既に展開している地域
活動に対して新たな外
部主体が関わりを持つ
住民個人の日常生活
を支える
「守り」のサポ トー
活動
若いU・Iターン者による地域振興の諸政策の日中比較
－ 81 －
将来にわたってずっと存続するというわけではない。生き残り・地域発展は、あくまで産
業創出・価値創造活動という積極的な手段、つまり、③の「攻め」の活動でしか達成でき
ない。
　価値創造活動には、エネルギーが必要である。中国では、そのエネルギーに溢れた大学
生村官という若者を農村発展の担い手として、活用しており、「攻め」を図っている。農
村地域に来た大学生村官は、みんな一流大学を出たエリートだというわけではないが、ど
こに行っても通用するレベルであり、自分でステージを作れる人たちである。彼らの多く
は、始めから村で「これ」をやりたいと明確に意識して来たわけではないが、何かしら現
在の中国の田舎のあり方に疑問を持ち、新しい生き方を模索していた人たちであり、ここ
で自分を活かせる「場」を見つけ、生き生きと働き始めている。
4．2　制度設計上の留意点
（1）マクロな政策環境の重要性
　農村地域に派遣される若者は住民と正面から向き合うことで、強いストレスの中で活動
しているといえる。また、自らの力を発揮しようとする支援員・協力隊員は、複雑な事情
に直面するにつれ、負担が過度に増加することが想定される。このような状況の下では、
若者を後方から支援することが不可欠である。
　中国の大学生村官たちが農村で大活躍していることの重要な要因として、まず言えるの
は、マクロな政策環境にある。中国の国家主席・習近平自らが山東省の大学生村官・張広
秀へ返信した29）ことでみられるように、大学生村官制度は国家政略のように重視されて
いる。中央の「精神」にしたがい、各地方政府もそれぞれ具体的な推進策や優遇策を講じ
て大学生村官の選抜・派遣に精一杯協力している。逆に、村に派遣された若者の側からす
れば、「大学生村官」というポスト名称の優位性を利用でき、地方政府や民間企業などの
関係部門の援助を比較的に得やすいという。前文で述べた、興慶区Z鎮の3名の大学生村
官が優遇政策を利用し起業したことは、その成功事例といえよう。
（2）若者研修の必要
　益田市の集落支援員と美郷町の地域おこし協力隊員は、赴任する前、研修はほとんどな
いという。しかし、多くの若者、特に地元出身でないIターン者は、活動開始当初、「何
をすればよいのか分からん」という状態にある。このような若者をそのまま活動先に送り
出すのは現実的ではない。若者が赴任する前の養成訓練、そして赴任した後の定期的な研
修は、必要であろう。
　中国の場合では、新規採用の大学生村官は、現地に配属される前にまず3カ月程度実習
（＝研修）する。職に就いた後でも、区政府で定期的な村官例会が行われる。大学生村官
たちは、この機会を大学生村官同士の情報交換の場として利用し、成功した経験を情報共
有し、事情がよく似ている域内の隣村に活用する。経験のない若者たちは、立ち遅れてい
る農村地域で、状況を旨く把握した上にどんどん新たな事業を創出している。それは、こ
のような研修が大きな役割を果たしているためだと考える。
　長期的な視野で考えると、このような訓練・研修プログラムは、地域支援活動のプログ
ラムに入れる必要があるようである。
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（3）任期満了後の進路の約束
　日本の両制度が、大学生村官制度と大きく異なるのは、農村に若い優秀な人材を送り込
み農村の振興につなげることに対する意味づけが弱い点にある。したがって、支援員・協
力隊員の任期終了後の進路を約束する制度にはなっていない。地域のために1～3年間努
力を重ね実績を積んだ人が、その後も活躍できる場がないのは、支援員・協力隊員からす
ると、任期満了後の将来像を思い描くことができず、不安な状態に置かれることを余儀な
くされている。政府側からすれば、経験を積んだ支援員・協力隊員をそのまま放置する
と、人材の無駄になる。
　任期満了後の支援員・協力隊員に試験を課し、任期中の実績も含め、一定の成績を上げ
た人を地方自治体の職員に採用する人事制度を構築することは、必要であろう。または、
支援員・協力隊員の雇用延長と再雇用も考えられる。特に集落支援員の場合、支援員に求
められるのは、業務上の能力よりも、集落との人間関係の構築や地域活動との密着性であ
る。既に支援員を経験した人に、再度同じ地域で支援員として、雇用延長・再雇用する
と、それまでの経験を生かすことになる。雇用延長・再雇用の意欲のある人は、重視して
登用する必要がある。
　そして、3つの制度が共通する課題点としては、具体的な成績だけではなく、地元の住
民との良い関係ができているかどうかも、評価点になるべきであると考える。
　
おわりに
　本稿は、若いU・Iターン者の活用により、農村発展・地域振興を図るという共通点か
ら、中国の大学生村官制度と日本の集落支援員制度、地域おこし協力隊制度を比較し、そ
れぞれの評価点と課題点を明確にした上で、農村支援制度の恒久事業化に向けた留意点を
検討した。
　「三農」問題に悩む中国では、「社会主義新農村建設」を目指して、様々な施策を講じて
いる。その中、大学卒業生という若いU・Iターン者の活用を重視する大学生村官制度
が、「社会主義新農村建設」の一環として発足し、それと並行して発展してきた。「官」と
「民」の間で、活躍している大学生村官は、地域振興・価値創造活動に助力することによ
り、「三農」問題の解決に貢献している。他方、日本において、過疎地域への人材派遣の
取組みは、集落支援員制度、地域おこし協力隊制度が進められるなど、過疎化・高齢化し
た地域に対する人的な支援は、国を挙げた取組みになっている。集落支援員制度により、
住民同士及び住民と行政の関係強化、地域力の維持などが実現した。そして、地域おこし
協力隊員制度は、外部人材の活用、人材間のネットワークなど、多くの成果を上げている。
　中国と日本は、社会構造、政策目的などに大きく異なっているが、若いU・Iターン者
の活用により、地域の活性化を図るという視点から、この3つの制度を比較することが可
能になる。
　以上述べた日中の3制度は、それぞれ評価点と課題点を持っている。本稿の考察によ
り、明らかになった点は、およそ以下のとおりである。
　多くの課題を抱えている地域に入る若者は、活動が発展するにつれ、それ自体の負担が
過度に増加することが想定される。この場合は、関連部門・組織からの後押しが不可欠で
ある。
若いU・Iターン者による地域振興の諸政策の日中比較
－ 83 －
　多くの若者は、最初地域で働く経験が欠けている。このような若者に対し、関連部門は
定期的な研修計画を立てる必要がある。その他、情報共有や従事者同士の情報交換の場を
作ることも重要である。
　若者として、職を選ぶ時に、現時点の報酬よりも、将来の進路・人生の行方を重視す
る人が多い。今後の行方が分からないという不安は、従事者の士気を低下させる原因にな
る。そのため、成績を上げた人に、再雇用・雇用延長など、任期満了後の進路の約束も重
視されるべきである。
　一般的に、田舎には、交渉力・プレゼンテーション力・企画力等を持つ人材が欠ける。
中国の農村では、大学生村官という優秀なU・Iターン者たちがこれを補っている。大学
生が地域へ入り、そこで奮闘する「ホンモノ」と触れ合うことで、視野が広がり、地域へ
の誇り・問題意識が生まれる。大学は、若く、活動力・行動力のある人材が集中している
組織なので、産官学連携の中でハブになることができ、農村発展・地域活性化における役
割は非常に大きい。大学生村官制度が革新的なのは、そこにある。
　日本においても、中国においても、今後ますます、少子高齢化が進む中で、自治体を存
続・発展させるために、農村発展・地域振興に関わる政策の健全化が重要である。U・I
ターン者そして若者を上手に活用するかどうかが、制度の成否の評価点になるかと考えて
いる。
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